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2015 年 1 月 16 日 

独立行政法人 日本貿易保険 

 

環境レビュー結果 

 

(1) 照会番号 

14-015 

 

(2) プロジェクト名 
工業団地建設 

 

(3) 実施場所 

ミャンマー ヤンゴン管区 

 

(4) プロジェクト概要 
ティラワ工業団地の建設 

 

(5) カテゴリ分類 

カテゴリ A 

 

(6) カテゴリ分類の根拠 
環境ガイドラインに示される大規模な住民移転に該当するため。 

 

(7) 環境許認可 

2013 年時点で、ミャンマーでは EIA(環境影響評価報告書)制度が整備中

であったため、事業者は、ティラワ SEZ 管理委員会、環境保全森林省と事

前合意の上、整備中の EIA 制度案に沿って EIA を作成。 

EIA は、ティラワ SEZ 管理委員会を経由して、2013 年 10 月に環境保全森

林省に提出された。ミャンマー投資委員会、内閣との調整が行われた後、

2013 年 12 月に、EIA は承認された。 

 

(8) 汚染対策 

入居企業の環境負荷が大きい場合、大気質、水質、廃棄物、騒音・振動

等の影響について、EIA(環境影響評価報告書)や IEE(初期環境評価)を作成

し、緩和策を実施することが求められる。その他の入居企業については、

工業省のガイドライン値を遵守する。排水については、各入居企業が一次

処理を行った後に、中央排水処理施設での処理が行われる計画。 

尚、ミャンマー政府は、国際機関の協力を得て、大気質や水質の基準整

備を進めている。 
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(9) 自然環境面 
工業団地敷地は、草地、農地からの転用であり、生態系への重大な影響

は想定されない。敷地近隣に自然保護区や貴重種の生息地域は存在しない。 

 

(10) 社会配慮面 
プロジェクトサイトの土地使用権は既に1997年に現地政府へ移行してい

るが、開発開始まで住民が土地を利用しており、開発に際し 65 世帯の住民

移転、及び 16 世帯の農地の喪失が生じた。 

ヤンゴン地域政府が住民移転を実施し、ティラワ SEZ 管理委員会が支援

している。現地政府と被影響住民との協議には、現地 NGO 及び国際 NGO の

参画もなされている。今後とも、これら協議を通じ、必要な補償や支援が

なされる見込みである。 

 

(11) 適用国際基準 
World Bank Safeguard Policies 

 

(12) その他（モニタリング等） 
大気、水質、騒音に関するモニタリングが実施され、ティラワ SEZ 管理

委員会に提出される予定である。 

以上 








